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冷媒管理体制構築のための実証モデル事業（平成２３年度分）に関

する中間報告 

 

平成２４年５月 

経済産業省 

 

 

１．事業の目的 

 

産業構造審議会地球温暖化防止対策小委員会とりまとめ 「代替

フロン等３ガスの排出抑制の課題と対策の方向性（中間論点整理）」

（昨年７月の第 1 回合同会議においてご報告）において、今後の冷

媒対策の方向性として、機器メーカー、設備業者、機器ユーザー３

者の連携による冷媒管理体制の構築を目指し、行政による機器の

所在把握、ユーザーによる漏えい量把握・メンテナンスの実施等に

よる冷媒対策について、試行的に実施し実現可能性や効果等を検

証するための実証モデル事業を実施することとされた。 

 

 

２．実証モデル事業の平成２３年度実施内容 

 

平成２３年度は、業務用冷凍空調機器フルオロカーボン漏えい点

検・修理ガイドライン（（社）日本冷凍空調設備工業連合会、平成２２

年１０月策定）等に基づく点検の現実性（コスト、点検事項の妥当性、

点検による漏洩発見時の対応等）について基礎的な検証を行った。 

具体的には、市中で実際に稼働している機器（設備業者等とメン

テナンス契約が締結されている機器を中心に約 4000 台））に対して、

実際に定期点検を実施。点検結果や冷媒補充量等を記録。 

 

 

３．実施結果の概要 

 

 ○業務用冷凍空調機器の冷媒の漏えい点検等に関するガイドラ

インに基づく機器の点検、冷媒充填・補充量等の記録等の手法に
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ついて、業務用冷凍空調機器の冷媒管理を行うための手法とし

て成り立つことが確認できた。 

 ○定期的な点検の実施により、冷媒漏えいや機器の異常を早期

に発見することができることを確認。適切な修理により、使用時排

出の抑制は十分に可能。 

 

 ○機器の初期冷媒充てん量、冷媒回収・補充量等を記録すること

により、個別機器からの冷媒フロン類の排出の状況は把握可能。  

これまで個別ユーザー単位での冷媒排出量は必ずしも把握さ

れていなかったため、排出抑制対策に役立てることが可能となる。 

  

○機器の冷媒補充量、点検履歴等の記録については、電子的に処

理することで排出量の把握、集計等の処理を容易に実施可能。 

 

 

４．今後の予定（案） 

 

 ○平成２４年度は、メンテナンス契約が締結されていない機器（特

に中規模機器）についても「モデル事業」の対象とし、点検事項の

妥当性や費用対効果について、詳細な検証を行い、最適な冷媒

管理制度の詳細設計に必要な情報を取得する。 
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１．実証モデル事業の平成２３年度における実施内容について
（①目的と実施内容）

産業構造審議会地球温暖化防止対策小委員会とりまとめ 「代替フロン等３ガスの

排出抑制の課題と対策の方向性（中間論点整理）」（昨年７月の第1回合同会議におい
てご報告）において、今後の冷媒対策の方向性として、機器メーカー、設備業者、機器

ユーザー３者の連携による冷媒管理体制の構築を目指し、行政による機器の所在把

握、ユーザーによる漏えい量把握・メンテナンスの実施等による冷媒対策について、試

行的に実施し実現可能性や効果等を検証するための実証モデル事業を実施すること

○目的
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行的に実施し実現可能性や効果等を検証するための実証 デル事業を実施する と

とされた。

○実施内容

平成２３年度は、業務用冷凍空調機器フルオロカーボン漏えい点検・修理ガイドライ
ン（（社）日本冷凍空調設備工業連合会、平成２２年１０月策定）等に基づく点検の現実
性（コスト、点検事項の妥当性、点検による漏洩発見時の対応等）について基礎的な
検証を行った。

具体的には、市中で実際に稼働している機器（設備業者等とメンテナンス契約が締
結されている機器を中心に約4000台）に対して、実際に定期点検を実施。点検結果や
冷媒補充量等を記録。



１．実証モデル事業の平成２３年度における実施内容について
（②対象機器と点検内容）

○対象機器
市中で稼働する業務用冷凍空調機器のうち、下記の約４０００台の冷凍空調機器について、定

期点検を実施。（平成２３年１０月～２４年２月までで）

33%

20%

調査対象機器の種類（台数ベース）

別置型冷蔵冷凍

ショーケース
ビル用ＰＡＣ

対象機器の台数
（熱源単位）

地域の設備事業者によって点
検・メンテナンスされている冷凍
空調機器

２，０００台
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33%

28%

14%

5%

ビル用ＰＡＣ

店舗用ＰＡＣ

遠心式冷凍機

その他

空調機器

全国規模の設備事業者によって
点検。メンテナンスされている冷
凍空調機器

１，８５０台

合計 ３，８５０台

○点検内容
（社）日本冷凍空調設備工業連合会が制定したガイドライン「業務用冷凍空調機器フルオロ

カーボン漏えい点検・修理ガイドライン（ＪＲＣ ＧＬ-０１）」に準拠した方法で実施。

１．実証モデル事業の平成２３年度における実施内容について
（③具体的な点検項目）

○具体的な点検項目 漏えい点検・修理ガイドライン（ＪＲＣ ＧＬ-01）の概要
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１．実証モデル事業の平成２３年度における実施内容について
（④漏えい点検記録）

点検・修理記録の方法について

a) 記録の保存

冷媒漏えい点検・修理の履歴管理
は継続的に行い、機器所有者・事業
者は、点検記録簿を機器が撤去され
るまで保存する。

b) 記録簿の記載要求事項
・施設所有者名と施設の所在地
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施設所有者名と施設の所在地
・点検・修理請負者名と所在地
・作業者名，修理請負者の連絡先
・作業年月日，点検理由，点検方法

・点検施設の製品名・機番，設置年月
日・製品区分・設置方式・用途
・自動漏えい検知装置の有無

・使用冷媒・初期充てん量・合計回収
量・合計充てん量，合計排出量

・漏えいの有無・漏えい個所・漏えい
の原因と処置



１．実証モデル事業の平成２３年度における実施内容について
（⑤点検の実施者）

○点検の実施者は、（社）日本冷凍空調設備工業連合会の策定した、業務用冷凍空調機器フルオ
ロカーボン漏えい点検資格者規定に基づき、講習を受講し終了考査に合格した漏えい点検資格
者が実施。
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２．実証モデル事業の平成２３年度における実施結果について

○点検の結果

○点検の実施により、冷媒漏えいの兆候が明らかになった場合、詳細な点検により漏え
い箇所を明らかにすることで、部品の交換や接続部の増し締め等の対応をとることに
より漏えいの防止が出来た。

◇点検により、漏えい等の異常を早期に発見に対応出来た事例【空調用遠心式冷凍機】

定期点検において、電子式リークディテクタにより冷媒漏えいが確認された。振動による冷媒配
管の継手ねじ部からの漏えいであり、Oリングの交換により修理を行った。修理後の点検におい
ても漏えいの兆候が無い とが確認された
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ても漏えいの兆候が無いことが確認された。



２．実証モデル事業の平成２３年度における実施結果について

ただし、一部の事例では、点検では漏えい箇所が発見できなかったため冷媒充填の
みを行い、継続的な監視を続けた事例もあった。

◇点検において、漏えい箇所が発見できず、追加充てんのみ行った事例【別置型ショーケース】
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２．実証モデル事業の平成２３年度における実施結果について

○点検の結果（漏えいが確認された点検事例(1)）
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２．実証モデル事業の平成２３年度における実施結果について

○点検の結果（漏えいが確認された点検事例(2)）
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２．実証モデル事業の平成２３年度における実施結果について

○点検の結果（漏えいが確認された点検事例(3)）

※事例１０-１、１０-２という形の記載は、一つの機器で期間中に２回漏えいが確認された事例が
合ったことを示す。
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台数（熱源単位）、点検回数

冷媒漏えいが確認された点検の回数 ２６回（２１台）

うち冷凍用・プロセス冷却用の機器 １８台

うち空調用の機器 ３台

点検で確認された漏えいを早期発見、修理して冷媒排出の未然防止に繋がっ
た事例

１４台



○業務用冷凍空調機器の冷媒の漏えい点検等に関するガイドラインに基づく機器
の点検、冷媒充填・補充量等の記録等の手法について、業務用冷凍空調機器の
冷媒管理を行うための手法として成り立つことが確認できた。

○定期的な点検の実施により、冷媒漏えいや機器の異常を早期に発見することが
できることを確認。適切な修理により、使用時排出の抑制は十分に可能。

３．実証モデル事業から得られた結果と今後の課題

○実証モデル事業から得られた結果

○機器の初期冷媒充てん量、冷媒回収・補充量等を記録することにより、個別機器
からの冷媒フロン類の排出の状況は把握可能。

これまで個別ユーザー単位での冷媒排出量は必ずしも把握されていなかった
ため、排出抑制対策に役立てることが可能となる。

○機器の冷媒補充量、点検履歴等の記録については、電子的に処理することで排
出量の把握、集計等の処理を容易に実施可能。
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○平成２４年度は、メンテナンス契約が締結されていない機器（特に中規模機器）につい

ても「モデル事業」の対象とし、点検事項の妥当性や費用対効果について、詳細な検

証を行い、最適な冷媒管理制度の詳細設計に必要な情報を取得する。

３．実証モデル事業から得られた結果と今後の課題

○今後の予定（案）
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